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会社の新株予約権等に関する事項(2019年３月31日現在)

(1)当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

(2)当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

(3)その他新株予約権等に関する重要な事項
2015年２月24日開催の取締役会決議に基づき発行した、130%コールオプショ
ン条項付第１回無担保転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権の当事業
年度末日における概要は次のとおりであります。

新株予約権の数 2,817個

新株予約権付社債の残高 28億17百万円

目的となる株式の数 本新株予約権に係る本社債の金額の総額を
転換価額で除して得られる数とする

転換価額 4,530円

行使期間 2015年４月１日～2020年３月27日

満期償還日 2020年３月31日
　

（注）当社は2015年6月26日開催の第76回定時株主総会決議により、2015年10月1日付で普通株式
10株を１株にする株式併合及び1,000株を100株にする単元株式数の変更を実施しました。こ
れにより転換価額は453円から4,530円となっております。
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株式会社の支配に関する事項

　会社法施行規則第118条第３号に定める「株式会社の財務及び事業の方針の決
定を支配する者の在り方に関する基本方針」は下記のとおりです。

（１）当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
当社グループは、「食を通して人を幸せにするグローバルな生活関連企業を目指

す」を経営ビジョンとして、創業以来、食肉卸売業を中核として、業界のイノベ
ーター（革新者）たるべく様々な機能を強化してまいりました。今後もさらに国
民の食生活の更なる向上に資するべく、食肉の安定供給の推進のため国内、海外
の生産事業や調達基盤の整備・拡充と、産地から食卓までの一貫した食肉卸売事
業の拡大を図り、一層多様化する食への要望に的確に応えるべく、食肉を原料に
した食品群の取り扱い拡大のため迅速な対応を進めております。
当社は、当社株式の大規模な買付行為等の是非については、最終的に株主の皆

様の判断に委ねられるべきものと考えており、そのために株主の皆様が適切な状
況判断を行えるよう、十分な情報提供と考慮期間を設ける必要があると認識して
おります。
また、当社は、一概に当社株式に対しての大規模な買付行為等に対して否定的

な見解を有するものではありません。しかしながら、実際に資本市場で発生する
大規模な買付行為の中には、
1. 当社株式の大量買付の目的が真摯に合理的な経営を目指すものではないこと
が明白であるもの、

2. 買収者が一般株主に対し、不利益な条件で株式売却を事実上強要する恐れが
あるもの、

3. 買収者が、一般株主が適切に判断するために必要な情報の提供や考慮期間を
用意していないもの、

4. 買収者が当社取締役会に対し、買収提案及び事業計画等の提示並びに交渉機
会、考慮期間を用意していないもの等、会社の企業価値ひいては株主共同の
利益を確保し、向上させることにならないものも想定されます。

そのような買付行為を行う者は、当社の会社支配に関する基本方針に照らして
適当でないと判断し、企業価値ひいては株主共同の利益を確保する為に、不適切
な者からの大規模な買付行為等を防止するために何らかの対抗処置を講ずる必要
があると考えます。

（２）会社支配に関する基本方針の実現に資する取り組み
国内環境は、少子化・高齢化が進み、食肉の需要は微増で推移する見通しです。

また、食肉の消費形態は、家庭内での調理から惣菜や加工食品を購入して消費す
る形態にシフトすることが予想されます。
一方、海外では、アジアを中心に食肉の需要が一層高まっており、今後食肉の

需要は世界的に増加することが予想されます。このような環境下、当社グループ
は2019年３月期を初年度とする３年間の中期経営計画を策定し以下３つの課題に
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取り組んでおります。

1．総合食肉加工メーカーへの挑戦（攻め）
・既存事業強化に加え、海外事業展開、製造・加工能力増強のための投資
を行います。

2．業務プロセス改革によるグループ競争力強化（守り）
・グループ内業務プロセスの抜本的改革によりコストダウンを図ります。

3．コーポレート機能強化
・コーポレート機能強化により営業を支援するとともに、グループ競争力
強化につなげます。

当社グループは、以上のような取り組みを基本として、事業環境の変化への対
応強化、顧客価値の創造および企業価値向上を目指すとともに、株主共同の利益
の一層の向上を追求し、さらには財務体質の強化と内部留保の充実を考慮しつつ、
株主利益を重視した配当政策を実施してまいります。

（３）会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および
事業の方針の決定が支配されることを防止する取り組み
当社は、会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財
務及び事業の方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値ひいては
株主共同の利益を確保し、向上させるための取り組みとして、2016年６月29
日開催の第77回定時株主総会において、「当社株式の大規模買付行為に関する
対応策（以下「本プラン」といいます。）」の継続について、2019年６月30日
までに開催の第80回定時株主総会終結の時を期限としてご承認を得ておりま
す。

①本プランの対象となる当社株式の買付
本プランの対象となる当社株式の買付とは、特定株主グループ（注1）の議
決権割合（注2）を20％以上とすることを目的とする当社株券等（注3）の買付
行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株
式等の買付行為（いずれについてもあらかじめ当社取締役会が同意したものを
除き、また市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問いません。
以下、係る買付行為を「大規模買付行為」といい、係る買付行為を行う者を
「大規模買付者」といいます。）とします。

注1 ：特定株主グループとは、
（ⅰ）当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をい

います。）の保有者（同法第27条の23第３項に基づき保有者に含まれる
者を含みます。以下同じとします。）及びその共同保有者（同法第27条

― 3 ―



の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づく共同保有
者とみなされる者を含みます。以下同じとします。）又は、

（ⅱ）当社の株券等（同法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます。）
の買付け等（同法第27条の２第１項に規定する買付け等をいい、取引所
金融商品市場において行われるものを含みます。）を行う者及びその特別
関係者（同法第27条の２第７項に規定する特別関係者をいいます。）を
意味します。

注2 ：議決権割合とは、
（ⅰ）特定株主グループが、注1の（ⅰ）記載の場合は、当該保有者の株券等

保有割合（金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合
をいいます。この場合においては、当該保有者の共同保有者の保有株券
等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます。以下同じとしま
す。）も加算するものとします。）又は、

（ⅱ）特定株主グループが、注1の（ⅱ）記載の場合は、当該大規模買付者及
び当該特別関係者の株券等所有割合（同法第27条の２第８項に規定する
株式等所有割合をいいます。）の合計をいいます。
各議決権割合の算出に当たっては、総議決権の数（同法第27条の２第
８項に規定するものをいいます。）及び発行済株式の総数（同法第27条
の23第４項に規定するものをいいます。）は、有価証券報告書、四半期
報告書及び自己株券買付状況報告書のうち直近に提出されたものを参照
することができるものとします。

注3 ：株券等とは、金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等又は
同法第27条の２第１項に規定する株券等のいずれかに該当するものを意
味します。

②独立委員会の設置
大規模買付ルールが遵守されたか否か、あるいは大規模買付ルールが遵守さ
れた場合でも、当該大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益
を著しく損なうものであることを理由として対抗措置を講じるか否かについて
は、当社取締役会が最終的な判断を行いますが、本プランを適正に運用し、取
締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の合理性・公
正性を担保するため、現プランと同様に独立委員会規程に基づき、独立委員会
を設置いたします。独立委員会の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断を
可能とするため、当社の業務執行を行う経営陣から独立している社外取締役、
社外監査役または社外有識者（注）のいずれかに該当する者の中から選任しま
す。
当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対し対抗措置の発
動の是非について諮問し、独立委員会は当社の企業価値ひいては株主共同の利
益の向上の観点から大規模買付行為について慎重に評価・検討の上で当社取締
役会に対し対抗措置を発動することができる状態にあるか否かについての勧告
を行うものとします。当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重したう
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えで対抗措置の発動について決定することとします。独立委員会の勧告内容に
ついては、その概要を適宜公表することといたします。
なお、独立委員会の判断が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資す
るようになされることを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、独立
した第三者である専門家（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁
護士、コンサルタントその他の専門家）等の助言を得ることができるものとし
ます。
注 ：社外有識者とは、経営経験豊富な企業経営者、投資銀行業務に精通する

者、弁護士、公認会計士、会社法等を主たる研究対象とする学識経験
者、またはこれらに準ずる者をいいます。

③大規模買付ルールの概要
１．大規模買付者による当社に対する意向表明書の提出
大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、大規模買付行為ま

たは大規模買付行為の提案に先立ち、まず、大規模買付ルールに従う旨の法的
拘束力を有する誓約文言を含む以下の内容等を日本語で記載した意向表明書を、
当社の定める書式により当社取締役会に提出していただきます。

ａ 大規模買付者の名称、住所
ｂ 設立準拠法
ｃ 代表者の氏名
ｄ 国内連絡先
ｅ 提案する大規模買付行為の概要
ｆ 本プランに定められた大規模買付ルールに従う旨の誓約

当社取締役会が、大規模買付者から意向表明書を受領した場合は、速やかに
その旨および必要に応じ、その内容について公表します。

２．大規模買付者による当社に対する評価必要情報の提供
当社取締役会は、上記1．ａからｆまでの全てが記載された意向表明書を受領

した日の翌日から起算して10営業日以内に、大規模買付者に対して、大規模買
付行為に関する情報として当社取締役会への提出を求める事項について記載し
た書面を交付し、大規模買付者には、当該書面に従い、大規模買付行為に関す
る情報（以下「評価必要情報」といいます。）を、当社取締役会に書面にて提出
していただきます。
評価必要情報の一般的な項目は以下のとおりです。その具体的内容は、大規

模買付者の属性、大規模買付行為の目的および内容によって異なりますが、い
ずれの場合も当社株主の皆様の判断および当社取締役会としての意見形成のた
めに必要かつ十分な範囲に限定するものとします。
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ａ 大規模買付者およびそのグループ（共同保有者、特別関係者および組合
員（ファンドの場合）その他の構成員を含みます。）の概要（名称、事業
内容、経歴または沿革、資本構成、当社および当社グループの事業と同種
の事業についての経験等に関する情報を含みます。）

ｂ 大規模買付行為の目的、方法および内容（大規模買付行為の対価の価
額・種類、大規模買付行為の時期、関連する取引の仕組み、大規模買付行
為の方法の適法性、大規模買付行為およびその関連する取引の実現可能性
等を含みます。）

ｃ 大規模買付行為の買付価格の算定根拠（算定の前提となる事実、算定方
法、算定に用いた数値情報および大規模買付行為に係る一連の取引により
生じることが予想されるシナジーの内容を含みます。）

ｄ 大規模買付行為の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みま
す。）の具体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます。）

ｅ 当社および当社グループの経営に参画した後に想定している役員候補
（当社および当社グループの事業と同種の事業についての経験等に関する
情報を含みます。）、経営方針、事業計画、財務計画、資本政策、配当政
策、資産活用策等

ｆ 当社および当社グループの経営に参画した後に予定している当社および
当社グループの取引先、顧客、従業員等のステークホルダーと当社および
当社グループとの関係に関しての変更の有無およびその内容

当社取締役会は、大規模買付ルールの迅速な運用を図る観点から、必要に応
じて、大規模買付者に対し情報提供の期限を設定することがあります。但し、
大規模買付者から合理的な理由に基づく延長要請があった場合は、その期限を
延長することができるものとします。
また、上記に基づき提出された評価必要情報について当社取締役会が精査し

た結果、当該評価必要情報が大規模買付行為を評価・検討するための情報とし
て必要十分でないと考えられる場合には、当社取締役会は、大規模買付者に対
して、適宜合理的な期限を定めた上、評価必要情報が揃うまで追加的に情報提
供を求めることがあります。
当社取締役会は、大規模買付行為を評価・検討するための必要十分な評価必

要情報が大規模買付者から提出されたと判断した場合には、その旨の通知を大
規模買付者に発送するとともに、その旨を公表いたします。
また、当社取締役会が評価必要情報の追加的な提供を要請したにもかかわら

ず、大規模買付者から当該情報の一部について提供が難しい旨の合理的な説明
がある場合には、取締役会が求める評価必要情報が全て揃わなくても、大規模
買付者との情報提供に係る交渉等を打ち切り、その旨を公表するとともに、後
記３．の取締役会による評価・検討を開始する場合があります。
当社取締役会に提供された評価必要情報は、独立委員会に提出するとともに、

株主の皆様の判断のために必要であると認められる場合には、当社取締役会が
適切と判断する時点で、その全部または一部を公表します。
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３．当社取締役会による評価必要情報の評価・検討等
当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が

当社取締役会に対し評価必要情報の提供を完了した後、対価を現金（円価）の
みとする公開買付による当社全株式の買付の場合は最長60日間、その他の大規
模買付行為の場合は最長90日間を当社取締役会による評価、検討、交渉、意見
形成、代替案立案のための期間（以下「取締役会評価期間」といいます。）とし
て設定します。従って、大規模買付行為は、かかる取締役会評価期間の経過後
にのみ開始されるものとします。
取締役会評価期間中、当社取締役会は、必要に応じて独立した第三者である

専門家（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタ
ントその他の専門家）等の助言を受けながら、提供された評価必要情報を十分
に評価・検討し、独立委員会からの勧告を最大限尊重したうえで、当社取締役
会としての意見を慎重にとりまとめ、公表いたします。また、必要に応じ、大
規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉し、当社取
締役会として株主の皆様へ代替案を提示することもあります。

④大規模買付行為が為された場合の対応方針
１．大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合
大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、具体的な買付

方法の如何にかかわらず、当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同
の利益を守ることを目的として、新株予約権の無償割当て等、会社法その他の
法律および当社定款が認める対抗措置を取ることにより大規模買付行為に対抗
する場合があります。対抗措置を発動することについて判断するにあたっては、
当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重して、対抗措置の必要性、相
当性等を十分検討した上で発動の是非について判断するものとします。なお、
大規模買付ルールを遵守したか否かを判断するにあたっては、大規模買付者側
の事情をも合理的な範囲で十分勘案し、少なくとも評価必要情報の一部が提出
されないことのみをもって大規模買付ルールを遵守しないと認定することはし
ないものとします。
具体的にいかなる手段を講じるかについては、その時点で最も適切と当社取

締役会が判断したものを選択することとしますが、当社取締役会が具体的対抗
措置として、実際に新株予約権の無償割当てをする場合には、議決権割合が一
定割合以上の特定株主グループに属さないことを新株予約権の行使条件とする
など、対抗措置としての効果を勘案した行使期間および行使条件を設けること
があります。

２．大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合
大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮

に当該大規模買付行為に反対であったとしても、当該買付提案についての反対
意見を表明したり、代替案を提示することにより、株主の皆様を説得するに留
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め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置は講じません。大規模買
付者の買付提案に応じるか否かは、株主の皆様において、当該買付提案および
当社が提示する当該買付提案に対する意見、代替案等をご考慮の上、ご判断い
ただくことになります。
但し、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付

行為が、例えば以下のａからｉのいずれかに該当し、結果として会社に回復し
難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損
なうと当社取締役会が判断する場合には、例外的に当社取締役会は、当社の企
業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として必要かつ相当な範囲で、
上記１．で述べた対抗措置の発動を決定することができるものとします。

ａ 真に当社グループの経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株
価をつり上げて高値で株式を当社関係者に引き取らせる目的で当社株式の
買収を行っている場合（いわゆるグリーンメーラーである場合）

ｂ 当社グループの経営を一時的に支配して当社グループの事業経営上必要
な知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先や顧客等を当該買収
者やそのグループ会社等に移譲させるなど、いわゆる焦土化経営を行う目
的で当社株式の買収を行っている場合

ｃ 当社グループの経営を支配した後に、当社グループの資産を当該買収者
やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する予定で当社
株式の買収を行っている場合

ｄ 当社グループの経営を一時的に支配して当社グループの事業に当面関係
していない不動産、有価証券など高額資産等を売却等処分させ、その処分
利益をもって一時的な高配当をさせるかあるいは一時的高配当による株価
の急上昇の機会を狙って株式の高値売り抜けをする目的で当社株式の買収
を行っている場合

ｅ 大規模買付者の提案する当社株式の買付方法が、いわゆる強圧的二段階
買収（最初の買付で当社の株式の全部の買付を勧誘することなく、二段階
目の買収条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付等によ
る株式の買付を行うことをいいます。）等の、株主の皆様の判断の機会ま
たは自由を制約し、事実上、株主の皆様に当社株式の売却を強要するおそ
れがあると判断された場合

ｆ 大規模買付者の提案する当社の株式の買付条件（買付対価の種類および金
額、当該金額の算定根拠、その他の条件の具体的内容、違法性の有無、実
現可能性等を含むがこれに限りません。）が当社の企業価値ひいては株主共
同の利益に照らして著しく不十分または不適切であると判断される場合

ｇ 大規模買付者による支配権獲得により、当社株主はもとより、顧客、従
業員、地域社会その他の利害関係者との関係を破壊する等によって、当社
の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合

ｈ 大規模買付者による買付後経営方針が不十分または不適当であるため、
当社事業の成長性・安定性が阻害され、当社の企業価値ひいては株主共同
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の利益の確保・向上に重大な支障をきたすおそれがあると判断される場合
ｉ 大規模買付者の経営陣または主要株主に反社会的勢力と関係を有する者
が含まれている場合等、大規模買付者が公序良俗の観点から当社の支配株
主として著しく不適切であると合理的な根拠をもって判断される場合

上記のとおり例外的に対抗措置を発動することについて判断する場合には、そ
の判断の客観性および合理性を担保するため、当社取締役会は、対抗措置の発動
に先立ち、独立委員会に対し対抗措置の発動の是非について諮問し、独立委員会
は対抗措置発動の必要性、相当性を十分検討した上で上記③３．の取締役会評価
期間内に勧告を行うものとします。当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限
尊重した上で、対抗措置発動または不発動について判断を行うものとします。
また、選択した対抗措置の内容によっては、法令および定款の定めに従って

株主総会で決議を求めること、あるいは独立委員会の勧告に基づいて株主総会
の場で株主承認を求めることがあります。このように株主意思確認手続きをと
った場合は、株主の皆様の意思を確認の上、対抗措置の発動、不発動の手続き
が完了するまでは、大規模買付行為は開始できないものとします。

３．対抗措置発動の停止等について
上記１．または２．において、当社が具体的対抗措置を講ずることを決定し

た後、当該大規模買付者が大規模買付行為の撤回または変更を行った場合など
対抗措置の発動が適切でないと当社取締役会が判断した場合には、独立委員会
の意見または勧告を十分に尊重した上で、対抗措置の発動の停止等を行うこと
があります。
例えば、対抗措置として新株予約権の無償割当てを行う場合、当社取締役会

において、無償割当てが決議され、または、無償割当てが行われた後において
も、大規模買付者が大規模買付行為の撤回または変更を行うなど対抗措置の発
動が適切でないと取締役会が判断した場合には、独立委員会の勧告を受けた上
で、新株予約権の効力発生日の前日までの間は、新株予約権無償割当ての中止、
または新株予約権無償割当て後において、行使期間開始日の前日までの間は、
当社による当該新株予約権の無償取得の方法により対抗措置発動の停止等を行
うことができるものとします。
このような対抗措置発動の停止等を行う場合は、独立委員会が必要と認める

事項とともに、法令および当社が上場する金融商品取引所の上場規則等に従い、
当該決定について適時・適切に開示します。

⑤本プランによる株主の皆様に与える影響等
１．大規模買付ルールが株主の皆様に与える影響等
大規模買付ルールは、株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断す

るために必要な情報や、現に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提
供し、株主の皆様が代替案の提示を受ける機会を確保することを目的としてい
ます。これにより株主の皆様は、十分な情報のもとで、大規模買付行為に応じ
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るか否かについて適切な判断をすることが可能となり、そのことが当社の企業
価値ひいては株主共同の利益の保護につながるものと考えます。従いまして、
大規模買付ルールの設定は、株主の皆様が適切な投資判断を行ううえでの前提
となるものであり、株主の皆様の利益に資するものであると考えております。
なお、上記④において述べたとおり、大規模買付者が大規模買付ルールを遵

守するか否か等により大規模買付行為に対する当社の対応方針が異なりますの
で、株主の皆様におかれましては、大規模買付者の動向にご注意ください。

２．対抗措置発動時に株主の皆様に与える影響
大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合または、大規模買付

ルールが遵守されている場合であっても、大規模買付行為が当社に回復し難い
損害をもたらすなど当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと
判断される場合には、当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利
益を守ることを目的として、会社法その他の法律および当社定款により認めら
れている対抗措置をとることがありますが、当該対抗措置の仕組上、株主の皆
様（大規模買付ルールを遵守しない大規模買付者および会社に回復し難い損害
をもたらすなど当社株主全体の利益を損なうと認められるような大規模買付行
為を行う大規模買付者を除きます。）が法的権利または経済的側面において格別
の損失を被るような事態が生じることは想定しておりません。当社取締役会が
具体的対抗措置をとることを決定した場合には、法令および当社が上場する金
融商品取引所の規則に従って適時・適切な開示を行います。
対抗措置の一つとして、例えば新株予約権の無償割当てを実施する場合には、

株主の皆様は引受けの申込みを要することなく新株予約権の割当てを受け、ま
た当社が新株予約権の取得の手続をとることにより、新株予約権の行使価額相
当の金銭を払込むことなく当社による新株予約権の取得の対価として当社株式
を受領することになるため、申込みや払込み等の手続は必要となりません。但
し、この場合当社は、新株予約権の割当てを受ける株主の皆様に対し、別途ご
自身が大規模買付者等でないこと等を誓約する当社所定の書式による書面のご
提出を求めることがあります。
なお、当社は、新株予約権の割当て期日や新株予約権の効力発生後において
も、例えば、大規模買付者が大規模買付行為を撤回した等の事情により、新株
予約権の行使期間開始日の前日までに、新株予約権の割当てを中止し、または
当社が新株予約権に当社株式を交付することなく無償にて新株予約権を取得す
ることがあります。これらの場合には、１株あたりの株式の価値の希釈化が生
じることを前提にして売付等を行った株主または投資家の皆様は、株価の変動
により相応の損害を被る可能性があります。

⑥本プランの適用開始、有効期限、廃止および修正・変更
本プランは、株主総会における株主の皆様のご承認があった日より発効する
事とし、有効期限は2019年６月30日までに開催される当社第80回定時株主総
会の終結の時までとします。本プランは、本株主総会において継続が承認され
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発効した後であっても、１．当社株主総会において本プランを廃止する旨の決
議が行われた場合、２．当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行
われた場合には、その時点で廃止されるものとします。
また、本プランの有効期間中であっても、当社取締役会は、企業価値ひいて
は株主共同の利益の向上の観点から随時見直しを行い、株主総会の承認を得て
本プランの変更を行うことがあります。このように、当社取締役会が本プラン
について継続、変更、廃止等の決定を行った場合には、当社取締役会は、その
内容を速やかに開示します。
なお、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、本プランに関す
る法令、金融商品取引所規則等の新設または改廃が行われ、かかる新設または
改廃を反映するのが適切である場合、誤字脱字等の理由により字句の修正を行
うのが適切な場合等、株主の皆様に不利益を与えない場合には、必要に応じて
独立委員会の承認を得た上で、本プランを修正し、または変更する場合があり
ます。

（４）本プランの合理性について （本プランが基本方針に沿い、当社の企業価値ひ
いては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とする
ものではないことについて）

①買収防衛策に関する指針の要件を充足していること
　 本プランは、経済産業省及び法務省が2005年５月27日に発表した「企業価
値・株主共同の利益の確保または向上のための買収防衛策に関する指針」の定
める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主
意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足しています。
　また、経済産業省に設置された企業価値研究会が2008年６月30日に発表し
た報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」及び東京証券
取引所が2015年６月１日に公表した「コーポレートガバナンス・コード」の
「原則１－５いわゆる買収防衛策」の内容も踏まえたものとなっております。

②株主共同の利益の確保・向上の目的をもって継続されていること
　 本プランは、上記に記載したとおり、当社株式に対する大規模買付行為がな
された際に、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、
あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保し、
又は株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、
当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をも
って継続されるものです。

③株主意思を反映するものであること
　 本プランは、株主総会での承認により発効することとしており、株主総会に
おいて本プランに関する株主の皆様のご意思をご確認させていただくため、そ
の継続について株主の皆様のご意向が反映されることとなっております。

　 また、本プラン継続後、有効期間の満了前であっても、株主総会において本
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プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止さ
れることになり、株主の皆様のご意向が反映されます。

④独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示
　 本プランにおける対抗措置の発動は、上記（３）④「大規模買付行為が為さ
れた場合の対応方針」に記載したとおり、当社の業務執行を行う経営陣から独
立している委員で構成される独立委員会へ諮問し、同委員会の勧告を最大限尊
重するものとされております。また、その判断の概要については株主の皆様に
適宜公表することとされており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に適
うように本プランの透明な運用を担保するための手続も確保されております。

⑤デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと
　 本プランは、当社株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、
本プランを廃止することが可能です。従って、本プランは、デッドハンド型買
収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させてもなお、発動を阻止できな
い買収防衛策）ではありません。
　また、当社は、期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド
型買収防衛策（取締役会の構成員の交代を一度に行うことができないため、そ
の発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。
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業務の適正を確保するための体制及びその運用状況

（1）業務の適正を確保するための体制について
　当社は会社法第362条第４項第６号並びに会社法施行規則第100条第１項及び
第３項に定める「株式会社の業務の適正を確保するための必要な体制の整備」に
ついて、内部統制システム構築の基本方針を取締役会で決議いたしておりますが、
2017年４月６日付で当社グループの内部統制システムの見直しを行い、内部統
制システム構築の基本方針を一部改定いたしました。
　基本方針は下記のとおりとなっております。

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制
・当社及びグループ会社の全役員、社員を対象としたグループ行動規範と行動指
針を定めます。
・外部の有識者、専門家を含む委員会を設置しコンプライアンス上の重要な問題
を審議し、その結果を取締役会に報告します。
・委員会事務局を設置し、コンプライアンスに関する取り組みを横断的に推進、
統括します。
・内部監査部署はコンプライアンスの状況を監査します。
・法務上疑義のある行為等について、社員が直接情報提供を行う手段として外部
専門家を窓口とするホットラインを設置・運営します。
・当社及び当社グループ各社は社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に
よる不当な要求に対して断固これを排除し、これらの勢力とは一切関係を持ち
ません。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・文書管理に関する規程を定めこれに従い、取締役の職務執行に係る情報を文書
または電磁的媒体に記録し、保存します。
・取締役及び監査役は、常時これらの文書等を閲覧できるものとします。

③損失の危機の管理に関する規程その他の体制
・コンプライアンス、品質管理、与信審査、災害等に係る個別リスクについては、
それぞれの担当部署を定め、規程の制定、研修の実施等を行うものとします。
・これらを統合して組織横断的に管理するリスク管理規程を定め、これに従い全
体のリスク管理を行います。
・新たに生じたリスクについては取締役会において速やかに担当部署を定めます。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・取締役会は年に12回以上の定例取締役会と臨時取締役会を開催し、意思決定を
行います。
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・執行役員制度により取締役会の決定に基づく業務執行の責任を明確にするとと
もに、迅速かつ的確に執行します。また年12回以上の執行役員会を開催し、業
務執行の円滑化を図ります。
・グループ営業会議の定時開催により、関係会社各社の年次計画に対する実績の
分析、業務進捗報告及び製造販売のすり合わせを行います。
・生産技術会議、食肉生産工場会議を定時開催し、工場間での実績の分析、改善
方法を検討します。
・中期経営計画と年次計画を策定し、グループ営業会議で業績管理を行います。
・日常業務管理は個別権限管理基準、業務決裁・報告基準により執行します。

⑤当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・グループ会社の管理に係る規程を定め、グループ各社の担当部署を定めるとと
もにグループ会社との協議事項を定めます。
・必要に応じて当社役員、社員をグループ会社の役員、経理責任者等として派遣
し業務を管理します。
・当社の内部監査部署は、グループ会社の内部監査を実施し、その結果を代表取
締役に報告します。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用
人に関する事項とその使用人の取締役からの独立性に関する事項及びその使用人
に対する指示の実効性の確保に関する事項
・監査役（会）が補助する使用人を求めた場合は、内部監査部署の社員が協力す
るものとします。
・その場合、該当する内部監査部署の社員の人事事項に関しては監査役（会）と
意見交換するものとします。
・監査役を補助する使用人はその職務に関して監査役の指揮命令のみに服し、取
締役等から指揮命令は受けないこととします。

⑦取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関す
る体制
・監査役（会）と協議のうえ、取締役及び社員が監査役（会）に対して、当社及
び当社グループに重大な影響を及ぼす事項等を速やかに報告する体制を整備し
ます。
また、取締役は、財務報告の適正性及び法令遵守状況等について、業務執行確
認書を監査役会に提出します。
また、内部監査部署は監査法人と意見交換を行うなどお互いに連携し、その業
務について定期的、また適宜監査役に報告を行っております。
・当社及び子会社は、監査役へ報告を行った当社及び子会社の取締役及び使用人
に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止
します。
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⑧その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査役（会）の求めに応じて、代表取締役との意見交換会を設定します。
・監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きその他の
当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理については、適切な予算
を確保するとともに、当該監査役の職務に必要でないと認められた場合を除き、
速やかに当該費用又は債務を処理します。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度におきましては、「業務の適正を確保するための体制」に則った運用
を実施しており、その主な取り組みは以下のとおりです。

①コンプライアンス体制
・取締役会において重要な議案を審議・決定するとともに、取締役会の決定に基
づく業務の執行については、執行役員会を活用し、迅速かつ的確に実施しまし
た。
・部門横断的なグループ営業会議の開催により、進捗管理や実績分析を行うとと
もに、課題解決に向け、グループ全体で取り組みました。
・日常業務管理は業務決裁・報告基準に基づき、委譲された権限の中で迅速に対
応しました。

②コンプライアンスに係る取り組みの状況
・経営トップ及び外部の有識者、専門家を含む委員で構成されたコンプライアン
ス委員会を開催し、当社グループのコンプライアンス活動の方針や施策の適切
性について審議致しました。
・当社グループの遵法精神の確立に向けて制定している行動指針と行動規範を徹
底させるためにコンプライアンス推進週間の取り組みやコンプライアンス研修
を実施しました。
・法務上疑義のある行為等について、社員が直接情報提供を行う手段として外部
専門家を窓口とするホットラインを設置・運営しております。

③損失の危険の管理に対する取り組みの状況
・当社の業務に係わるリスクの軽減を目的にリスク管理規程に従いリスク管理委
員会を中心として、グループ全体のリスク管理運営を行いました。

④監査役の監査の実効性を確保する体制について
・監査役への報告及び情報提供を行うとともに、内部監査部署との連携により監
査役の監査が実効的に行われることを確保しております。
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（3）コーポレートガバナンスの強化
・当社は、透明・公平かつ迅速・果断な意思決定により、持続的な成長と企業価
値の向上を図るべく、「コーポレートガバナンス基本方針」に基本事項を定め、
コーポレートガバナンスの強化に取り組んでおります。
・経営の重要な意思決定及び業務執行の監督を行う取締役会には、当社の独立性
基準を満たした社外取締役が複数名おり、社外の意見を当社の経営方針に適切
に反映させる体制を整えています。
・また、監査役会設置会社として、取締役会から独立した監査役及び監査役会に
より、職務執行状況等の監査を実施しています。
・さらに、執行役員制度により迅速な意思決定を図り、指名報酬委員会といった
社外委員が過半数を占める任意の委員会の設置により経営の透明性の確保に努
めています。
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連結株主資本等変動計算書
（ 2018

2019
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで ）

（単位：百万円）
　

項 目
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 11,136 11,991 23,520 △142 46,507
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 476 476 　 　 952
剰 余 金 の 配 当 　 　 △1,143 　 △1,143
親会社株主に帰属
する当期純利益 　 　 4,565 　 4,565

自己株式の取得 　 　 　 △4 △4
自己株式の処分 　 △0 　 138 138
株主資本以外の
項目の当期変動額(純額） 　 　 　 　 　

当 期 変 動 額 合 計 476 475 3,421 134 4,508
当 期 末 残 高 11,612 12,467 26,942 △7 51,015
　

項 目
その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金 繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 1,632 △94 △147 △12 1,378 － 47,885
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 　 　 　 　 　 　 952
剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 　 △1,143
親会社株主に帰属
する当期純利益 　 　 　 　 　 　 4,565

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 △4
自己株式の処分 　 　 　 　 　 　 138
株主資本以外の
項目の当期変動額(純額） △198 106 △54 △7 △155 6 △148

当 期 変 動 額 合 計 △198 106 △54 △7 △155 6 4,359
当 期 末 残 高 1,433 12 △202 △20 1,223 6 52,244
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連 結 注 記 表
(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)
1. 連結の範囲に関する事項
　(1) 連結子会社の数 20社
　 主要な連結子会社の名称
　 スターゼンミートプロセッサー株式会社
　 スターゼン販売株式会社
　 スターゼンインターナショナル株式会社
　 株式会社ゼンチク販売
　 ローマイヤ株式会社
　 スターゼン食品株式会社

当連結会計年度において連結子会社であったスターゼン東京物流センター株式会社は、スター
ゼンロジスティクス株式会社を存続会社とする吸収合併により消滅したため連結の範囲から除外
しております。

　(2) 非連結子会社の数 ２社
　非連結子会社株式会社雲仙有明ファーム他１社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資
産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも
連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

2. 持分法の適用に関する事項
　(1) 関連会社７社は持分法を適用しております。
　 主要な会社名
　 ゼンミ食品株式会社
　 株式会社阿久根食肉流通センター
　 プライフーズ株式会社
　 オレンジベイフーズ株式会社

G.&K.O'Connor Pty.Ltd.
(2) 持分法を適用していない関連会社新潟臓器有限会社他４社及び非連結子会社は、当期純損益（持
分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と
しても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
12月決算会社は、Starzen (America),Inc.他２社です。
　これらの会社については、連結決算日との差異がいずれも３ヶ月を超えないので、当連結計算書
類の作成に当たっては、各社の当該事業年度に係わる計算書類を基礎としております。なお、連結
決算日との間に生じた重要な取引は、連結上必要な調整を行っております。
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4. 会計方針に関する事項
　(1) 資産の評価基準及び評価方法
　 ① 有価証券
　 その他有価証券

時価のあるもの………連結決算日以前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は
全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………移動平均法による原価法
② デリバティブ………時価法

　 ③ たな卸資産
商品及び製品………主として個別法又は総平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）
原材料・仕掛品
・貯蔵品

………主として先入先出法による原価法
（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　(2) 固定資産の減価償却の方法
　 ① 有形固定資産及び

賃 貸 不 動 産………主として定率法
　（リース資産を除く) 但し、スターゼン食品株式会社千葉工場においては、定額法

なお、親会社及び国内連結子会社については、1998年４月１日以降に
取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま
す。
主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 主として 31年
機 械 装 置 主として 10年
賃貸不動産（建物） 主として 38年

② 無形固定資産………定額法
　（リース資産を除く)
③ リ ー ス 資 産………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっており
ます。

　(3) 引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金………従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額に基づき計上してお
ります。

　(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　 ① 繰延資産の処理方法

社 債 発 行 費………社債償還期間にわたり定額法にて償却をしております。
　 ② のれんの償却に関する事項

　のれんの償却については、個別案件ごとにその効果の及ぶ期間を合理的に見積り20年以内で
均等償却をしております。なお、金額が僅少の場合は発生年度に償却する方法によっておりま
す。
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　 ③ ヘッジ会計の方法
　 ヘッジ会計の方法

　予定取引に係る為替予約取引等の評価差額は、純資産の部のその他の包括利益累計額と
して繰延べております。なお、外貨建取引の発生前に為替予約が締結されているものは、
外貨建取引及び金銭債務に為替予約相場による円換算額を付しております。

　 ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘ ッ ジ 手 段
　ヘ ッ ジ 対 象

………
………

為替予約取引
輸出入取引及び借入金

　 ヘッジ方針
　実需の範囲で輸出入取引及び借入金に係る為替変動リスクをヘッジする方針であります。

　 ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ取引の実行に当たり、ヘッジ対象とヘッジ手段との重要な条件（金額、時期等）
がほぼ一致していることを確認するとともに、開始後も継続して為替相場の変動を相殺で
きることを確認しております。また、予定取引については実行可能性が極めて高いかどう
かの判断を行っております。

　 ④ 退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込
額に基づき、退職給付債務から年金資金の額を控除した額を計上しております。なお、退職
給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれの発生の翌連結会計年度か
ら費用処理しております。
　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包
括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

　 ⑤ 消費税等の会計処理
　親会社及び国内連結子会社の消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

(表示方法の変更に関する注記)
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）に伴う、「会
社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 2018年３月26日）を当連結
会計年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区
分に表示する方法に変更しました。
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(連結貸借対照表に関する注記)
1. 担保に供している資産及び担保に係る債務
　(1) 担保に供している資産

定 期 預 金 66百万円
建 物 及 び 構 築 物 1,889百万円
機械装置及び運搬具 302百万円
土 地 1,527百万円
そ の 他 56百万円
　 計 3,842百万円

　(2) 担保に係る債務
買 掛 金 120百万円
１年内返済予定の長期借入金 537百万円
長 期 借 入 金 949百万円
　 計 1,607百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 31,496百万円
3. 保証債務
　 連結子会社以外の会社の金融機関等からの借入等に対し、債務保証を行っております。

株式会社栗原農場 1,212百万円
株式会社阿久根食肉流通センター 997百万円
株式会社雲仙有明ファーム 713百万円
北海道はまなか肉牛牧場株式会社 685百万円
有限会社八戸農場 585百万円
その他 588百万円
　 計 4,782百万円

4. 当座貸越契約及び貸出コミットメント契約に係る注記
　 借手側
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメント
契約を締結しております。当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメント契約に
係る借入未実行残高等は次のとおりであります。
当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 55,590百万円
借入実行残高 4,540百万円
差引借入未実行残高 51,050百万円
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記)
1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 9,531,044 210,147 － 9,741,191
(注) 変動事由の概要
　 増加数の内訳は、次のとおりであります。
　 転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の権利行使による増加 210,147 株

2. 配当に関する事項
　(1) 配当金支払額

決 議 株式の
種 類 配当金の総額 １株当たり

配 当 額 基 準 日 効力発生日

2018年６月28日
定 時 株 主 総 会 普通株式 1,143百万円 120.00円 2018年３月31日 2018年６月29日

(注) 2018年６月28日定時株主総会決議による配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会
社(信託Ｅ口)(以下、「信託Ｅ口」といいます。)が保有する自社の株式に対する配当金６百万円が
含まれております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 (予定) 株式の
種 類

配当の
原 資

配当金
の総額

１株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

2019年6月27日
定 時 株 主 総 会

普通
株式

利益
剰余金 1,168百万円 120.00円 2019年3月31日2019年6月28日

　
3. 当連結会計年度末日における新株予約権の目的となる株式の数

普通株式 621,854 株
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(金融商品に関する注記)
1. 金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、銀行等金融機関からの借
入、社債及び転換社債型新株予約権付社債により資金を調達しております。
　受取手形及び売掛金に係る取引先の信用リスクは、取引先信用程度取扱規程に沿ってリスク低減
を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに
時価の把握を行っております。
　借入金、社債及び転換社債型新株予約権付社債は、運転資金や設備投資に必要な資金の調達を目
的としたものであります。なお、デリバティブ取引は社内規程に従い、実需の範囲で行うこととし
ております。

2. 金融商品の時価等に関する事項
　2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお
りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めており
ません。（（注2）をご参照下さい。）

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額 時価 差額

　(1) 現金及び預金 10,246 10,246 －

　(2) 受取手形及び売掛金 34,533 34,533 －

　(3) 投資有価証券

その他有価証券 4,498 4,498 －

　資産計 49,279 49,279 －

　(1) 買掛金 17,425 17,425 －

　(2) 短期借入金 5,992 5,992 －

　(3) 未払金 7,527 7,527 －
(4) 社債
　 （１年内償還予定を含む） 3,100 3,068 △31
(5) 転換社債型新株予約権付社債
（１年内償還予定を含む） 2,817 2,845 28

(6) 長期借入金
　 （１年内返済予定を含む） 27,381 27,192 △189

　負債計 64,244 64,051 △192

　デリバティブ取引（＊）
(1) ヘッジ会計が適用されていない
もの － － －

(2) ヘッジ会計が適用されているも
の 14 14 －

　デリバティブ取引計 14 14 －
（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
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　（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
(1) 現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。
(3) 投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
負 債
(1) 買掛金、(2)短期借入金、並びに（3）未払金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。
(4) 社債(１年内償還予定を含む)並びに(5)転換社債型新株予約権付社債(１年内償還予定を含む）
　当社の発行する社債の時価は、市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないもの
は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値に
より算定しております。
(6) 長期借入金（１年内返済予定を含む）
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利
率で割り引いた現在価値により算定しております。
デリバティブ取引
(1) ヘッジ会計が適用されていないもの
　該当事項はありません。
(2) ヘッジ会計が適用されているもの
　ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等
は、次のとおりであります。

　（単位：百万円）
ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ
対象

契約額等 時価 当該時価の
算定方法うち１年超

原則的
処理方法

為替予約取引
　売建
　 米ドル

輸出取引 935 － △25 取引先金融機関か
ら提示された価格
によっている。為替予約取引

　買建
　 米ドル

輸入取引及び
短期借入金 6,593 － 40

為替予約等
の振当処理

為替予約取引
　買建
　 米ドル

輸入取引及び
短期借入金 1,347 － （＊）

合計 8,875 － 14
（＊）為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている短期借入金と一体となって処理
　 されているため、その時価は、当該短期借入金の時価に含めて記載しております。（上記「負
　 債」（2）をご参照下さい。）
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　 （注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 256
関係会社株式 8,387
合計 8,644

　上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価
を把握することが極めて困難と認められるため、「『資産』(3)投資有価証券」には含めておりませ
ん。

(賃貸等不動産に関する注記)
1. 賃貸等不動産の状況に関する事項
　当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル等（土地を含
む。）を有しております。

2. 賃貸等不動産の時価等に関する事項
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価
2,318 7,073

(注)１ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
　 ２ 時価の算定方法

当期末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づきます。
ただし、第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映
していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用い
て調整した金額によっております。

　
(１株当たり情報に関する注記)
1. １株当たり純資産額 5,363円43銭
2. １株当たり当期純利益 472円02銭

(重要な後発事象に関する注記)
(連結子会社の吸収合併）
　当社は、2018年11月６日開催の取締役会において、当社を存続会社として、当社の完全子会社であ
るスターゼンインターナショナル株式会社およびスターゼン食品株式会社を吸収合併することを決議
し、2019年４月１日付で吸収合併致しました。
(１)合併の目的
　管理・事務部門の業務のスリム化など組織運営の効率化を図るとともに、コーポレートガバナンス・
コンプライアンス・リスク管理の強化を推進することを目的としております。
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(２)取引の概要

①結合当事企業の名称 スターゼンインターナショナル
株式会社 スターゼン食品株式会社

②結合当事企業の事業内容 食肉・加工食品等の輸入・販
売、国産食肉の輸出

ハンバーグの製造・販売、加工
食品の販売

③企業結合日 2019年４月１日

④企業結合の法的形式
当社を存続会社、スターゼンイ
ンターナショナル株式会社を消
滅会社とする吸収合併

当社を存続会社、スターゼン食
品株式会社を消滅会社とする吸
収合併

（３）会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号2013年９月13日）及び「企業結合会計基準及
び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号2013年９月13日）に基づき、
共通支配下の取引として会計処理を行う予定です。

(その他の注記)
　記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（ 2018

2019
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで ）

（単位：百万円）
　

項 目

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計資 本

準備金
その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 11,136 7,069 1,899 8,968 4,560 8,268 12,828 △142 32,792

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 476 476 　 476 　 　 　 　 952

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 △1,143 △1,143 　 △1,143

当 期 純 利 益 　 　 　 　 　 2,538 2,538 　 2,538

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 △4 △4

自己株式の処分 　 　 △0 △0 　 　 　 138 138
株主資本以外の
項目の当期変動額（純額） 　 　 　 　 　 　 　 　 　

当 期 変 動 額 合 計 476 476 △0 475 － 1,395 1,395 134 2,481

当 期 末 残 高 11,612 7,545 1,899 9,444 4,560 9,663 14,223 △7 35,273
　

項 目
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 1,574 1,574 34,366

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 　 　 952

剰 余 金 の 配 当 　 　 △1,143

当 期 純 利 益 　 　 2,538

自己株式の取得 　 　 △4

自己株式の処分 　 　 138
株主資本以外の
項目の当期変動額（純額） △188 △188 △188

当 期 変 動 額 合 計 △188 △188 2,292

当 期 末 残 高 1,385 1,385 36,659
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個 別 注 記 表
(重要な会計方針に係る事項に関する注記)
1. 資産の評価基準及び評価方法
　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び
関連会社株式

………移動平均法による原価法

② その他有価証券
時価のあるもの………決算日以前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの………移動平均法による原価法

2. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有 形固定資産
及び賃貸不動産………定率法

　（リース資産を除く） 但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並
びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 主として 31年
機 械 及 び 装 置 主として 10年
賃貸不動産(建物) 主として 38年

(2) 無 形固定資産………定額法
なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

　（リース資産を除く）

(3) リ ー ス 資 産………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっており
ます。

3. 引当金の計上基準
(1) 貸 倒 引 当 金………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞 与 引 当 金………従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額
を計上しております。

(3) 退職給付引当金………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の
見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を
計上しております。
また、数理計算上の差異は、発生の翌期よりそれぞれ５年による定額法
により按分した額を費用処理しております。

― 28 ―



4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　(1) 繰延資産の処理方法

社 債 発 行 費………社債償還期間にわたり定額法にて償却をしております。
　(2) 退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会
計処理の方法と異なっております。

　(3) 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

(表示方法の変更に関する注記)
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）に伴う、「会
社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 2018年３月26日）を当事業
年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に
表示する方法に変更しました。

(貸借対照表に関する注記)
1. 担保に供している資産及び担保に係る債務
　(1) 担保に供している資産

定 期 預 金 40百万円
建 物 285百万円
土 地 162百万円
投 資 有 価 証 券 53百万円
　 計 542百万円

　(2) 担保に係る債務
関係会社の金融機関からの借入金及び仕入債務 588百万円
　 計 588百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 10,140百万円
3. 保証債務
　下記の会社の金融機関等からの借入等に対し、債務保証を行っております。

スターゼンインターナショナル株式会社 7,142百万円
スターゼンミートプロセッサー株式会社 2,495百万円
スターゼン食品株式会社 2,317百万円
株式会社栗原農場 1,212百万円
株式会社阿久根食肉流通センター 947百万円
株式会社雲仙有明ファーム 706百万円
有限会社八戸農場 585百万円
その他 1,236百万円
　 計 16,644百万円
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重畳的債務引受
2017年４月1日付の会社分割により、スターゼン食品株式会社が承継した債務につき、重畳的

債務引受を行っております。
スターゼン食品株式会社 420百万円
　 計 420百万円

4. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 27,398百万円
長期金銭債権 701百万円
短期金銭債務 2,913百万円

5. 当座貸越契約及び貸出コミットメント契約に係る注記
　(1) 借手側
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメント
契約を締結しております。当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメント契約に係る
借入未実行残高等は次のとおりであります。
当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 55,490百万円
借入実行残高 4,440百万円
差引借入未実行残高 51,050百万円

　(2) 貸手側
　当社は子会社とグループ金融に関するスターゼングループ・キャッシュマネージメントサービス
基本契約（以下、ＣＭＳ）を締結し、ＣＭＳによる貸付限度額を設定しております。これら契約に
基づく当事業年度末の貸付未実行残高は次のとおりであります。
ＣＭＳによる貸付限度額の総額 55,400百万円
貸付実行残高 16,871百万円
差引貸付未実行残高 38,528百万円

(損益計算書に関する注記)
関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額
営業取引（収入分） 5,178百万円
営業取引（支出分） 572百万円
営業取引以外の取引（収入分） 1,604百万円
営業取引以外の取引（支出分） 2百万円

(株主資本等変動計算書に関する注記)
　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式 (株) 50,892 799 50,191 1,500
(注) １．変動事由の概要
　 増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加 799 株
減少数の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の売却による減少 191 株
信託Ｅ口から従業員持株会への売却による減少 50,000 株
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(税効果会計に関する注記)
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
繰延税金資産
　関係会社株式評価損 1,357百万円
　退職給付引当金 372　〃
　減損損失 196　〃
　投資有価証券評価損 109　〃
　会社分割による子会社株式 98　〃
　資産除去債務 61　〃
　賞与引当金 45　〃
未払事業税 25　〃
　貸倒引当金 23　〃
ゴルフ会員権評価損 22　〃
　役員退職慰労引当金 2　〃
　その他 51　〃
　 繰延税金資産小計 2,368　〃
　評価性引当額 △1,790　〃
　 繰延税金資産合計 578　〃
繰延税金負債 　
　その他有価証券評価差額金 △534　〃
　資産除去費用 △12　〃
　 繰延税金負債合計 △546　〃
繰延税金資産の純額 32　〃
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(関連当事者との取引に関する注記)
１. 子会社及び関連会社等
　

属 性 会社等
の名称

議決権等の
所 有 割 合
(被所有割合)

関連当事者
との関係

取引の
内 容

取引金額
(百万円)
（注5）

科 目 期末残高
(百万円)

子会社
スターゼン
ミートプロ
セッサー株
式会社

所有直接
100%

設備の賃貸
資金の貸借
債務の保証
役員の兼任

貸付金の
期中取引
(注2)

351 短期貸付金
長期貸付金

7,914
131

不動産の
賃貸(注1) 189 ― ―

債務の保
証(注3) 2,495 ― ―

子会社
スターゼン
インターナ
ショナル株
式会社

所有直接
100%

資金の貸借
債務の保証
役員の兼任

貸付金の
期中取引
(注2)

1,650 短期貸付金
長期貸付金

16,006
200

利息の受
取(注2) 282 ― ―

債務の保
証(注3) 7,142 ― ―

子会社
スターゼン
販売株式会
社

所有直接
100%

管理業務の
受託
設備の賃貸
資金の貸借
債務の保証
役員の兼任

業務受託
収入(注4) 1,137 未収収益 156

貸付金の
期中取引
(注2)

319 短期貸付金 421

不動産の
賃貸(注1) 451 ― ―

債務の保
証(注3) 340 ― ―

子会社 株式会社ゼ
ンチク販売

所有直接
100% 資金の貸借

借入金の
期中取引
(注2）

貸付金の
期中取引
(注2)

△16

53

短期借入金

短期貸付金

―

　 53
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属 性 会社等
の名称

議決権等の
所 有 割 合
(被所有割合)

関連当事者
との関係

取引の
内 容

取引金額
(百万円)
（注5）

科 目 期末残高
(百万円)

子会社 ローマイヤ
株式会社

所有直接
100% 資金の貸借

借入金の
期中取引
(注2）

△371 短期借入金 6

子会社
スターゼン
食品株式会
社

所有直接
100%

資金の貸借
債務の保証

借入金の
期中取引
(注2）

628 短期借入金 852

債務の保
証(注3) 2,317 ― ―

子会社 株式会社青
木食品

所有直接
　98.7%

資金の貸借
債務の保証

貸付金の
期中取引
(注2)

96 短期貸付金
長期貸付金

815
21

債務の保
証(注3) 416 ― ―

関連会社
株式会社阿
久根食肉流
通センター

所有
直接46.7％
間接 2.3％

債務の保証 債務の保
証(注3) 947 ― ―

関連会社
の子会社

株式会社栗
原農場

所有間接
50.0% 債務の保証 債務の保

証(注3) 1,212 ― ―

関連会社
の子会社

有限会社八
戸農場

所有間接
　50.0% 債務の保証 債務の保

証(注3) 585 ― ―

　取引条件ないし取引条件の決定方針等
(注1) 事業所建物等の賃借料等の取引条件は、一般的な取引条件で決定しております。
(注2) 利率については市場金利を勘案して決定しております。
(注3) 当社はスターゼンミートプロセッサー株式会社、スターゼンインターナショナル株式会社、

スターゼン販売株式会社、スターゼン食品株式会社、株式会社青木食品、株式会社阿久根
食肉流通センター、株式会社栗原農場及び有限会社八戸農場の銀行借入等に対して債務保
証を行っております。

(注4) 業務受託収入については、役務提供に対する費用等を勘案し、合理的に決定しております。
(注5) 取引金額には消費税等を含めておりません。
　

(１株当たり情報に関する注記)
1. １株当たり純資産額 3,763円91銭
2. １株当たり当期純利益 262円51銭

(重要な後発事象に関する注記)
(連結子会社の吸収合併）
　連結注記表「重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しており
ます。

(その他の注記)
　記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。
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